






































三二， 三四一社で、県別の内訳は青森県が五， 二八六社岩手県三 五三 、宮城県一四， 八七六社、福島県 ，六四八社となっている。東北地方唯一の政令指定都市仙台を抱える宮城県が全体の四六％を占め、その経済規模の大きさが際立っている。これを産業別にみると建設業 （二七％） 、サービス業 （二四％） 、小売業 一 ％） が多く、これら三つの産業で全体の七割近くを占める。だし、これには漁業・農業などを営む個人企業は含まれておらず しかもこの地域にはそう う企業が相当数あると推定されるという点に注意が必要であ 点はこの地域に いて企 が被った被害 およびそれが雇用や労働者に与えた影響をみる場合 も重要である。　
こ
れら三二， 三四一社のうち、東京商工リサーチの調
査で従業員数が確認でき 企業は二八， 九二八社 （八九
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44市区町村 32,341社（28,928社） （363,796人, 100%）
青森県 5,286社 （67,033人, 18.4%）
岩手県 3,531社 （34,762人, 9.6%）
宮城県 14,876社 （179,735人, 49.4%）
福島県 8,648社 （82,266人, 22.6%）
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喪失による経済損失 （売上規模） は最大二兆二， 一六七億円に上り、そこで働く従業員 （正社員九一， 五七七人） が離職を余儀なくされる恐れがあるとしていた。　
被災状況を県別にみると、被災企業数、売上高、従業






最も大きな影響は企業倒産とそれ 伴う労働者の解雇および失業である。ただ、震災による被害が甚大であったため、津波で事業所が流され、施設や建物が消失してしまっ 企業も多い。死亡し り行方不明になったり、あるいは避難して行方がわからなくなったりした経営者もいて、倒産手続きも取られず、倒産したのかどうかすら
わからない。そういう状態が震災後一年が経過した時点でも続いていたとい ことである。　
そういうなかで、帝国データバンクは震災の影響によ
る企業倒産に関する調査を継続的に行い、その結果をホームページで公表していた。ここでは阪神淡路大震災のときと比較した東日本大震災関連の調査 （第一六回調査および第一七回調査） によっ 、今回の震災による企業倒産 その影響について見てみよう　
図表２は帝国データバンクの調査結果を示したもので
ある。これによると阪神淡路大震災のときと違って、東日本大震災の場合は震災直後から倒産する企業が続出していたことがわかる。震災後二ヶ月目から倒産は急増し、四ヶ月目には一ヶ月 倒産件数が八〇件でピークに達した。その後は若干減少し、七ヶ月経過後は毎月四〇〜五〇件で推移していたが、一一 ふたたび増加に転じている （一三ヶ月目には減少しているが、これは最終月の調査実施が月初めだった とも影響していものと推測される） 。こうして震災後一三ヶ月の累計倒産件数は六五三件に達し、阪神淡路のとき （ 九七件）の三 ・三倍に上った。東日本大震災がも らした被害の
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大きさの一端を物語るものといってよい。被害が大都市圏に集中した阪神淡路大震災と比較すると、今回は被害が広域 および、地域社会に大きな影響をもたらすことになった。また、これら倒産した企業に雇用されていた従業員の数も一万人を超えた。同時 、この図表の全企業数 （六五三社）と全社員数 （一〇， 七五七人）から、これらの企業の従業員数の平均は一六人と小規模であることがわかる。　
倒
産した企業を業種別で見てみると建設業 （一一四



























転出が最も多かったのは福島第一原発の地元である福島県双葉郡で二七社、宮城県石巻市の一四社がそれに続いた。その他 は宮城県多賀城市 （七社） 、岩手県陸前高田市 （三社） 、宮城県東松島市 （三社） 、福島県南相馬市 （三社）などである。転出企業 業種別に見てみると、ソフトウェアやサービス 建設を中心とした、大規模な工場や設備などの固定設備をそれほど必要 ない業種が目立つ。また、規模別では年商一〇億円未満の中小企業が八五％を占めている。これら被災地の周辺地域で転入もあるが、それらは被災地から一定の距離がある内陸部にみられ 。　
これらの動きのなかで、震災の影響はみられるものの、
震災による直接的、間接的被害の有無にかかわらず、電
力不足への対応やリスク分散の観点から本社機能を移転する動きもみられた。全国的にみると東日本から西日本への移転が多い。ただ、報告書にもあ ように、これらは同社 調査で判明し 企業であり、判明していない企業もあると推測される。（４） 被災状況には大きな地域差　
すでに見たように、今回の震災で被災した企業の数は







となった地域は宮古市、釜石市、大船渡市、陸前高田市、下閉伊郡 （岩泉町、山田町、田野畑村） 、上閉伊郡 （大槌町）である （同社の制度上、久慈市、九戸郡、普代村は八戸支店の管轄下にあり、含まれていない） 。　
図表３はこの調査の結果概要を示したものである。そ





































たのである。さらに上述の企業・雇用データにはワカメやカキ、ホタテなどの養殖業を営む水産業や食品加工業などの小規模事業所やそこで働く臨時従業員は含まれていない。しかし これら水産業や食品加工・製造 はこれらの地域の重要な地場産業であり、しかも、これら沿岸地帯にあって津波に直撃されたため 最も被害が大きかった産業でもある。これらを含めると被害はより大きくなるものと推測され　
こうした状況は、とくに被害の大きかった特定の限定



















てもよい。周知のように、この地域には立ち入りが禁止され いる警戒区域や計画的避難区域がある。震災から一年経過した時点でなお多くの地域が、立入が禁止されている警戒区域に指定されていた。双葉町や大熊町、富岡町は行政区域全体が、楢葉町、浪江町は町村内のほとんどか過半が、また南相馬市、田村市、川内村は一部が警戒区域に入っていた。同様に 葛尾 飯舘村 全域が、南相馬市、川俣町は一部が計画的避難区域に入るというように、警戒区域や計画的避難区域は福島県沿岸地域 （いわゆる浜通り地区）の広い範囲 わたっていた。そうしたなか警戒区域では工場や事業所に残され 書類や製品、機械 どの設備の持ち出しもできない状況にあった。その後、一部で や計画的避難 の見直しはあったも の 状況は大きく変わっていな 。　
東京商工リサーチの調査によると、福島第一原発周辺















青森県 59 53 4 90
岩手県 186 101 4 54
宮城県 619 234 69 38
（うち気仙沼地区） 278 66 30 24
（うち石巻地区） 167 47 30 28
福島県 104 55 2 53
茨城県 243 195 9 80



























年一二月時点における調査実施状況 ある。これによると、岩手、宮城、福島の三県で調査を 区域は八〇％前後から九〇％で、実施率が最も高い福島県で九〇％、最も低い宮 県では七九％ あった。二〇一二年四月になって二〇 一年三月〜八月分について補完推計を行い、総務省はこれを参考値として全国結果を公表している。また、厚生労働省は毎月勤労統計調査を実施しており、二〇一一年三月〜五月に 災地の企業一〇〇社 （回答企業は六九社〜七六社） に常用労働者の増減状況について尋ねたが、これは五 調査で打ち切られた。（１） 各種経済指標でみる東北各県の現況　
ここでは内閣府の月例経済報告によって、震災後にお
ける被災地を含む東北地方の経済状況を見てみよう。月例経済報告ではいくつかの経済指標にしたがって景況をみている。まず、地域別景況判断によると、東北地方の景況は二〇一一年五月時点で 「震災の影響により極めて悪化、大幅に悪化」 とされていたもの 八月以降







3県合計 岩手県 宮城県 福島県
対象調査区数① 143 35 58 50
調査できた調査区数② 121 30 46 45
②÷①×100 84.6％ 85.7％ 79.3％ 90.0％
回答者数 3,904人 1,051人 1,390人 1,463人
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国で東北だけであった。震災直後大きく落ち込んだ乗用車の新規登録・届出台数は、二〇一一年九月には他地域に先駆けてプラスに転じ、年末には全国で最も高い伸びを示した。新設住宅着工数を二〇一〇年一〇月〜一二月段階と比較すると、持ち家は伸びがみられるものの、貸家、分譲住宅等は大きく落 込ん いた。公共工事 請負金額は、南関東、北関東を除いてほとんどが落ち込んでいるのに対して、 北 最も大きな伸びを示し とくに二〇一一年一〇月以降の伸びは大きく、なか も二〇一二年三月には一四〇％ を示した。二〇一一年秋以降に震災復興事業が本格的 動き始めたことの影響によるものである。　
このように、二〇一一年夏あたりから復興事業が始動
し、それとともに公共事業が動き出し それ 伴って自動車を含む消費が回復に向かいつつあった。 の後は住宅着工数も伸びていった。（２） 有効求人倍率を通してみた東北各県の雇用状況　
図表６は二〇〇五年一月〜二〇一二年一二月について、
全国平均および東北地方の有効求人倍率の推移をみたも
のである。これによると、リーマンショックの前、東北地方 有効求人倍率はほんの一時期の山形を除いて全国平均を下回っていた。とくに青森 秋田、岩手の求人倍率は低く、全国平均が一 ・〇を上回っていた二〇〇六〜二〇〇七年でも青森は〇 ・ 四代、秋田は〇 ・ 六代と全国平均を大きく下回っていた。リーマンショック後震災前の時期をみても、一時期の山形を除いて全国平均を下回っていた。　
ところが、震災後半年が経過した二〇一一年九月ころ
























への直接的影響をみると、 「離職や休職 余儀なくされるなど仕事に何らかの影響を受けた者」は三県で一一〇万六千人に上り、震災時仕事に就いていた有業者全体の四二 ・六％ およぶ。このうち、とく 影響が大きかった者、すなわち離職した者は三県で八万一千人 （震災時有業者の三 ・ 一％） 休職した者はさらに多く六三万九千人 （同じく 四 六 に上っていた。　
さ
らに、離職せざるを得なかった八万人余のなかで、
現在仕事に就いている者は五八 ・七％にすぎず、残りの四割以上の者は今もなお仕事に就いてい い。しかも仕事に就いている有業者の五九％は非正規の職員・従業員となっている。その結果、三県全体の 労働者比率は、五年前の三四 ・ 七％から二〇一二年には三 ・ 三％
に上昇した。言うまでもなく、これらの数値はこれら三県全体の数値であり、離職者や休職者が集中している太平洋沿岸地帯の被災地では、非就業者 非正規雇用にある者の比率はいっそう高いだろうと推測される。しかも、この調査は被災三県内に避難したり転居した人だけを対象にしており、県外 避難・転居 多くの人 ちはこの調査 含まれていない。これらを含めると影響はさらに大きくなると考えられる。　
以
上のことから、震災が仕事に与えた影響としては、
























前年度あるいは過去数年と比較しても、いずれの地域でも有効求人倍率は上昇し、数字でみる限り 状況 好転していた。そうしたなか、とくに相双地区ではかなりの人手不足状態が生じた。原因はいくつか考え る。まず、多くの人が他の地域に避難する いう 口流出があったことである。これにはこの地域の避難は原発への不安が大きく 避難 長期化が懸念されていたと 事情が加わる。また、政府による震災対策 一環として給付期間 延長されるという失業給付の特例措置、通常は
離職時に支給される失業給付が、被災で会社が休業状態にあっても支給されるという失業給付の特例措置、さらには被災で会社が休業していても雇用を維持する限り手当が支給されるという 手当の特例措置、および東京電力による原発事故の補償金などがあって、労働者側の仕事復帰が進まないなど 要因もあった。これらの事情が複合的に作用して人手不足状態を たらした。　
そ
うした状況のなか、相双地区では人手不足からコン




























混乱のなかで不眠不休で働きながらも、いらだつ住民の不満のはけ口として、ときには罵倒されながら仕事をしてきた。そうしたなかで彼らは、自らも被災者であることにフタをして、全身全霊 住民に奉仕することを求められ、そうしてきた。 かし、そうしたなかで、ストレスか 精神的に追いつめられる労働者が多く、医療専門家も注意を促してきた。（１） 災害統計を通してみた自治体労働者の被災状況　
すでに見たように、東日本大震災の被災地では、職業
に関係なく、人々はことごとく地震や津波の被害を受けた。そうしたなかで多くの地方自治体労働者やそ 家族も犠牲になった。地震発生が勤務時間帯だっ こともあって、多くは勤務時間内に通常の 地で被災し 多くの公立学校が避難所になったことから、市町村役場の
職員たちとともに、教師たちも避難所運営にあたり、文字どおり不眠不休で仕事をこなした。捜索や警備、消火等にあたった警察職員や消防職員、自衛隊員も同様でった （自衛隊員は国家公務員） 。こうしたなかで危惧されたのが、被災現場で働くこれら地方自治体労働者のメンタルヘルスの問題であった。　
地方自治体労働者の被災状況、およびその後の仕事は





























だけのものに過ぎなかったのであろ か。それを知ためには、自治体労働者を組織する労働組合 （全日本自治団体労働組合＝自治 ） の宮城県本部が実施した大規模調査が参考 なる
（註
12）。この調査 （ 「東日本大震災に
伴う自治体職員緊急健康調査」 ）は宮城県 沿岸部自治体を中心に、そこで働く自治労傘下の組合の 合員三，六〇〇余人から回答を得たも で、被災後約一ヶ月の勤務状況を尋ねている。 れによると超過勤務 （残業）時間一〇〇時間以上が全体の一三％、六〇時間以上だと二六％で四分の一以上に上ってい 。一ヶ月の超過勤務時間八〇時間が過労死ラインといわ る 時間である
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ことを考えれば、労働時間がかなり長くなっていたのがわかる。また、休日が取れなかった者一三％、二日未満が二二％であっ 。そうしたなかメンタルストレス判定では、中等度以上の抑うつ傾向にある者が一六％、軽度の抑うつ傾向にある者が三〇％で、これらは勤務時間の長さや夜勤日数の多さに比例していた。 うした事実に基づいて、この調査に当たった医師は、速やか 産業医による診察が必要だとしてい　
このような現場労働者の仕事は、被災状況によっては










けた自治体のひとつ あ 。この調査 一七 質問項目をストレスの程度で点数化し、 「カットオフ未満群」 （セルフケア可能な範囲）と 「カットオフ以上群」 （専門的な対応が必要） に分類している。それによるとカフ以上群の者は三九五名 （全体の二七％） 及んでいる。また、これらカットオフ以上群 者は、時間外勤務が一〇〇時間を超えていた者 （三四％ や遺体に関わる業務を行っていた者 （二九％） 、苦情対応に関わっ た者 （三二％）で多かったとされる。また、市役所職員の多くも被災し、自宅全壊 （三五七名 や半壊・大規模半
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壊 （二二七名） 、一部半壊 （四四四名） の者も多く、これらを合わせると今回の調査者全体の過半数に達する。こうした事情にもかかわらず、これらの人たちは職務を優先して日々の生活を送らざるを得なかった。そしてカットオフ以上群の者の割合はこれ 被害の程度に応じて高くなる傾向がみられた。自宅外生活をしていた者、現在もしてい 者、家族に死 ・行方不明者がいる など 、カットオフ以上群の者が多くみられ 傾向にあった。　
さ
らに、ストレスの高低からみると 「メンタルヘルス
上に重篤な問題を抱えており専門家による可及的速やかな対応が望まれる」とされる 「ストレス高群」に含まる職員は一七九名 （一二％） に達 、 「専門家による対応を要する段階」にあるとされる 「ストレ 中 」にある者も二一六名 （一五％）いた。要する 、多くの自治体労働 は極限的な状況の下で個人的な事情をあと回して、公務員としての職責を全うしなければならず、精神的にも困難な状況にあったことはこ らの調査で確認できるが、そうした事情は先にみた労災統計には現れていないということである。　
こうしたなかで最悪の事態にいたるケースも見られた。
過労死弁護団全国連絡会議によると、震災関連の過労死は少なくても全国で一〇件あり、そのうちの一件は震災対応の業務にたずさわる地方自治体の労働者だったとされる。弁護団の発表によると、土地勘のない地域で 対応を任され、仕事は多忙を極め、被災者から クレームが殺到し、そ が原因となってうつ病にかかり、自殺したというものである
（註
15）。同様に、二〇一二年夏、陸前
















被害をもたらした。大きな被害を受けた地域は、注目される福島、宮城、岩手の東北各地にとどまらず、千葉や茨城など、関東東側の太平洋岸地域から青森に至るまで広範な地域におよんだ。それのみならず、全国的にも大きな被害をもたらした。そ は震災の影響による倒産が全国で起こったことにも見てと る これらの被害は一様ではなく、地域により、産業によって影響は多様で、労働者に関しても性別、年齢別 よっ 多様である。　
震
災直後の混乱期を過ぎて二〇一一年夏ごろになると、










手、青森県は被害が大きかった八戸市役所） や連合岩手、さらには福島 内各地 （福島、郡山、いわき、相双、会津） と八戸のハローワークなどにもご協力 ただき、聞き取り調査を実施することができ 。震災後の多忙ななか快く調査に協力していただい 方々には、こころから感謝する次第である。 かし、本稿では、得られ 情報を十分に反映することができなかった。筆者の力不足に
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のときに提供していただいたものである。
註
9　
「不眠不休、疲労ピーク、大震災二週間、自治体職員、自分・家族も被災」日経新聞夕刊、二〇一一年三月二五日。
註
10　
「防災不全、町長の死
　
岩
手・大槌役場、玄関横本部に
津波
　
東
日本大震災」朝日新聞 二〇一一年四月二一日。
註
11　
「
特集
　
どうする？復興を支える自治体職員の心のケア」
『連合』
no.284 、二〇一一年一二月号、二〇一一年一一
月二五日。
註
12　
以
下は自治労提供の資料（二〇一二年八月二四日発表）
に基づいており、それは傘下の二二単組、三， 六五二人の回答を分析したものである。
註
13　
「
震災被災地、市町村職員の病休増
　
過労でストレスも」
朝日新聞、二〇一一年九月一九日。
註
14　
石
巻市役所・東日本大震災ＰＴＧ心理支援機構「東日本
大震災に関わる石巻市役所職員に関する健康調査報告（１） 」二〇一二年五月三〇日。この調査は石巻市役所職員一， 四五二名に関するもので、被災三〜四ヶ月後の状況について、二〇一一年六月〜七月にかけて行ったアンケート調査の結果である。
註
15　
「
東日本大震災： 『震災過労死』一〇件
　
弁護士らに情報
『我慢、限界に』 」毎日新聞、二〇一一年六月一〇日。
註
16　
「
陸前高田市の職員が自殺
　
被災地業務が関係か」朝日
新聞、二〇一二年八月二四日。
註
17　
内
閣府自殺対策推進室・警察庁生活安全局「平成二三年
中における自殺の状況」二〇 二年三月九
註
18　
内
閣府自殺対策推進室「東日本大震災に関連する自殺者
数」二〇一二年一〇月一八日。
註註
1　
東
京商工リサーチ「 『東日本大震災』東北四県津波浸水地
域の実態調査」二〇一一年八月一一日。
註
2　
帝
国データバンク「東北三県・沿岸部『被害甚大地域』
五〇〇〇社の追跡調査」二〇 二年三月
註
3　
帝
国データバンク「特別企画：本社『転入転出企業』の実
態調査」二 一二年三月一五日。
註
4　
「
戻りたい
　
でも仕事ない」朝日新聞、二〇一二年一月
一〇日、および「生活再建
　
店
続々と」同紙二〇一一年
五月一四日。
註
5　
東
京商工リサーチ「 『東日本大震災』関連調査〜福島第
一原発半径三 ｋｍ圏内の企業数と震災前経済規模」二〇一一年四月八 。
註
6　
ハローワークでの聞き取り調査による。
註
7　
そ
れでも被災地八戸では復興関連の仕事需要があって、
岩手や宮城、福島からも求人があ 、活況を呈している。県全体としても〇・六を上回ったのは一四年ぶりということであった（ハローワークでの聞き取りによる） 。
註
8　
地
方公務員災害補償基金の担当者への電話による聴き取
り調査による。なお、上記の認定件数に関する数値もそ
よるものとご寛恕いただければと思う。ご提供いただいた貴重な情報や体験は、別の機会に活用させていただきたいと考えている。
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